
 

お 知 ら せ 
令和７年４月 

亀山市財務課契約管財グループ・工事検査監 

 

建設業退職金共済（建退共）制度について 

 

１．掛金収納書の提出 

 

（１）市発注の建設工事において建設業退職金共済（建退共）制度に該当する場合は、 

 同制度への加入と、掛金収納書の提出を求めます。 

 

（２）請負業者は契約時に掛金収納書（発注機関提出用）を(様式第１号)に貼り付け 

 し、契約管財グループへ提出してください。 

 

（３）中小企業退職金共済制度（中退共）など他の退職金制度に加入していることに 

 より、共済証紙を購入する必要が無い場合は、(様式第２号)を提出してください。 

 

（４）他工事において購入した証紙（未使用証紙）を流用することで賄える場合は、

（様式第２号）を提出してください。 

 

（５）証紙購入額は当該工事に必要な分で足りますが、契約金額に対して、 

１，０００分の１．７を下回る場合は、提出時に理由の説明を求めます。 

 

（６）契約時に施工体制が決定していない等の理由で、証紙購入額が推定出来ない 

場合は、暫定分を購入して提出することも認めます。その場合は体制決定後に速や 

かに追加購入してください。 

 

（７）工事の進捗に伴い、証紙を追加購入した場合は、監督員に掛金収納書（発注機 

 関提出用）を(様式第１号)に貼り付けし提出してください。 

 

 

（８）増額変更した際には、変更契約時に増額分の掛金収納書（発注機関提出用）を 

(様式第１号)に貼り付け契約管財グループへ提出してください。 

すでに購入済みの証紙で賄える場合は理由書(様式第２号)を提出してください。 

 

２．工事施工中 

 

（１）当該工事に携わる下請を含む作業員の建退共加入状況の把握と未加入者への 

加入指導をおこなってください。 

 

（２）作業員の就労状況を把握し、適正に証紙を交付してください。 

 

（３）証紙の受払簿等を作成し管理してください。 

 



３．完成検査時 

 

（１）完成検査時に、証紙の購入、受け払いが適正に実施されたかを確認しますので、

関係書類を持参して説明をお願いします。 

 

４．その他 

 

（1）本お知らせに関わらず、契約管財グループ及び、監督員から個別に指示があっ

た場合は、その指示に従ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 建退共制度に関する問い合わせ先は以下にお願いします。 

   建設業退職金共済制度事業本部 三重県支部 

   津市桜橋 2 丁目 177 番地の 2 三重県建設産業会館内 

   TEL ０５９－２５３－６５０５ FAX ０５９－２２８－６１４３ 

 

 

 



（様式第１号） 

 

令和  年  月  日 

 

亀 山 市 長  

櫻 井  義 之 様 

 

 

住 所 

請負者 

氏 名              ㊞ 

 

 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書 

 

 
次のとおり証紙を購入したので、当該掛金収納書を添付して報告します。 

 

工事番号及び工事名  

工 事 場 所  

契 約 年 月 日 令和  年  月  日 契約変更年月日 令和  年  月  日 

工 事 期 限 令和  年  月  日 変更後工事期限 令和  年  月  日 

契 約 金 額           円 変更後契約金額           円           

共済証紙購入額           円 購 入 累 計 額           円 

掛金収納書（発注官公庁等用）貼付欄・説明欄 

(注) ①この報告書は、工事請負(変更)契約締結時に契約管財グループへ提出すること。 

②証紙購入額が契約金額に対して１，０００分の１．７を下回る場合は説明欄に理由

を記入すること。 



 
（様式第２号） 

 

令和  年  月  日 

 

亀 山 市 長  

櫻 井  義 之 様 

 

 

住 所 

請負者 

氏 名              ㊞ 

 

 

建設業退職金共済証紙購入辞退報告書 

 

 
当該工事においては、証紙の(追加)購入が不要なため理由を付して報告します。 

 

工事番号及び工事名  

工 事 場 所  

契 約 年 月 日 令和  年  月  日 契約変更年月日 令和  年  月  日 

工 事 期 限 令和  年  月  日 変更後工事期限 令和  年  月  日 

契 約 金 額           円 変更後契約金額           円           

共済証紙購入額           円             

理由 

 

   

 

(注) ①この報告書は、工事請負(変更)契約締結時に契約管財グループへ提出すること。 



 
（様式第０３０号）

⑨決算日平成 年 月 日 ◎ この受払簿は、受入・払出の都度、掛金収納書などをみて日付
平成 年 月 日 を所定欄に記入し、決算毎に合計を出して整理して下さい。

①共済契約成立年月日（Ｓ・Ｈ） 年 月 日 ～ ◎ 共済手帳に２５０日（掛金助成手帳は２００日）分の証紙を貼り、
②共済契約者番号 － 平成 年 月 日 手帳の更新をすませた時にはこの受払簿にも記帳して下さい。

前期（前頁）繰越 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

備　　考
更新年月日払出欄の貼付の内訳残　　高

決算
期間

払　　　　　出
計　（Ｂ）下請へ交付計　（Ａ） 貼　　付年　月　日 購　　入 元請から受入

受　　　　　入

共　　済　　証　　紙　　受　　払　　簿

（Ａ）－（Ｂ） 貼付人員 就　労　月 手帳更新数

共済契約者名

受入・払出

日分 日分 （ ） 冊
日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 日分 日分

冊
⑤ 円 ⑥ 円 ⑦ 円 人

（注） の箇所に必要事項入力。
必ず、受入・払出年月日を入力。

建　退　共
確　認　印

次頁へ
（次年度へ）
転　　記

④決算期間内
の手帳更新数

決算期間内
の　合　計

③決算日の
被共済者数

必ず、受入・払出年月日を入力。

本様式は参考添付

したものです 



 
（様式第２号） 

 

令和  年  月  日 

 

亀 山 市 長  

櫻 井  義 之 様 

 

 

住 所 

請負者 

氏 名              ㊞ 

 

 

建設業退職金共済証紙購入辞退報告書 

 

 
当該工事においては、証紙の(追加)購入が不要なため理由を付して報告します。 

 

工事番号及び工事名  

工 事 場 所  

契 約 年 月 日 令和  年  月  日 契約変更年月日 令和  年  月  日 

工 事 期 限 令和  年  月  日 変更後工事期限 令和  年  月  日 

契 約 金 額           円 変更後契約金額           円           

共済証紙購入額           円             

理由 

 

  辞退が認められる場合 

（１） 当初契約の場合 当該工事に携わる予定の、すべての元請・下請作業員が 

    ① 自社の退職金制度に加入している 

② その他の退職金制度「       」に加入している 

③ 中小企業退職金共済事業の被保険者である 

     全ての下請予定業者名と、それぞれの辞退理由を記載すること 

   （２） 当初契約の場合 他工事において購入した証紙（未使用証紙）を流用することで賄える見込みである 

   （３） 変更契約の場合 当該工事において既に購入済みの証紙で賄える見込みである 

          現時点における、証紙購入額と支払い済み証紙額及び、今後の支払い見込み証紙額を記載して 

         追加購入が不要であることが理解できること。 

(注) ①この報告書は、工事請負(変更)契約締結時に契約管財グループへ提出すること。 

 

記入例 


